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学校保健と地域保健の連携による思春期発達障害児支援の取り組み

思春期精神保健対策の必要性
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目的 学校保健と地域保健が連携し，発達障害に起因する二次障害を含め思春期の児童の心の問題

に対する支援体制のあり方を検討する。

方法 平成21および22年度に実施した思春期心の健康支援方策検討事業の内容は◯心と体の健康調

査，◯支援方策検討カンファレンス，◯事後支援から成る。対象はモデル小学校の 5 年生計

312人（21年度89人，22年度223人）。児童および保護者に心と体の健康調査票（子どもの強さ

と困難さアンケート25問および生活や心身の健康面に関する質問10問）への回答を求めた。支

援方策検討カンファレンスでは，学校と保健所を含む地域の保健・福祉・教育・医療機関のス

タッフが調査票への回答結果をもとに支援内容を検討し，必要に応じて個別の事後支援を実施

した。

結果 本事業への保護者同意のあった294人中，発達障害等に起因する困り感に対し個別的，専門

的な事後の支援が必要とされた児童が30人（10.2），その他友達関係がうまくいかない，不

安が強い，生活習慣の乱れなど日々教師が気をつけて対応する必要のある児童が74人（25.2）

あった。一方，支援の必要度と児童の「体がだるいし元気がでない」，「理由もなくイライラす

る」，「好きなことでも楽しめない」，「悲しいつらいと感じる」等心身の不調面への回答には有

意な関連を認めた。

結論 支援が必要と考えられた児童のもつ問題点は軽微な問題を含め多様化しており，学校現場に

おいて発達障害児の二次障害の予防の視点のみならず，ひろくメンタルヘルス対策が必要であ

ると考えられた。母子保健や精神保健対策を担う保健所は学校保健と連携し，児童期のメンタ

ルヘルス対策を推進する必要があると考えられた。

Key words特別支援教育，発達障害児支援，思春期精神保健，学校保健，Strengths and di‹cul-
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 は じ め に

平成17年の発達障害者支援法の施行により，自治

体においては発達障害児・者のライフステージを通

じた支援体制整備がすすめられているところであ

る。一方，平成21年 4 月に施行された学校保健安全

法では，児童生徒の心身の健康問題が多様化，深刻

化する中，日常的な健康観察と児童と保護者に対す

る保健指導の重要性が明確に規定され1)，子どもの

こころの問題への早期対応が求められている。

当保健所は人口約80,000人，年間出生数約800人
の福知山市を管轄している。福知山市では，平成17
年度から 3 か年にわたり当所と協働で実施した 5 歳

児モデル健診事業2)をうけて，平成20年度より市事

業として 5 歳児健診事業の実施体制が整備された。

また，これらの取り組みを通じて，保健，福祉，教

育，医療の連携を基盤とした就学前発達障害児支援

システムの構築に至っている。

一方，福知山市教育委員会は平成19年度より文部

科学省の委嘱を受け，発達障害早期総合支援モデル

事業に取り組み，さらに平成21年度より文部科学省

の特別支援教育総合推進事業における京都府のグラ
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図 特別支援福知山市連携協議会の概要（福知山市教育委員会作成）
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ンドモデル地域指定をうけ，特別支援福知山市連携

協議会を設置し，発達障害等を含む障害のある子ど

もの乳幼児期から成人期に至るまでの一貫した支援

体制の構築に向けた取り組みを推進している3)。特

別支援福知山市連携協議会は 4 つの部会により構成

されているが（図 1），うち 2 つの部会（中高連携

部会および生活満足度部会）については，地域の関

係機関が依頼をうけ事務局を担当するという運営方

式となっている。当所は「生活満足度部会」の事務

局を担当し，発達障害児の二次障害を含め，思春期

の児童の心の問題への早期支援体制のあり方を検討

するため，思春期心の健康支援方策検討事業を実施

した。その目的は，◯児童のもつ困り感を把握し，

適切な支援を行うことにより，不登校やひきこもり

等の二次障害を予防し，将来的な成人期の心の健康

の基礎を築くこと，◯子どもの心の問題への早期対

応に向けた学校内体制の構築および地域資源との連

携体制が推進されること，にある。

2 か年にわたる思春期心の健康支援方策検討事業

の実施により，学校教育現場において発達障害児支

援の視点のみでなく広くメンタルヘルス対策の推進

が必要であることが明らかとなったことから，児童

期のメンタルヘルスの問題に関して地域保健と学校

保健の連携のあり方について考察したので報告する。

 研 究 方 法

. 思春期心の健康支援方策検討事業の対象と内

容

1) 対象

福知山市立小学校26校中，モデル校を選定し（平成

21年度 1 校，平成22年度 4 校），通常学級に在籍す

る小学校 5 年生児童を対象とした（対象児童数は平

成21年度89人，平成22年度223人）。5 年生を対象と

した理由は，事後の支援が必要な児童について，ア

セスメントや支援に十分な期間を確保した上で中学

校への移行支援ができること，および自己への理解

がすすみ調査票への自己回答が可能な年齢であるこ

とにある。

2) 思春期心の健康支援方策検討事業の内容

内容は◯心と体の健康調査（児童と保護者が回答），

◯支援方策検討カンファレンス，◯事後支援から成

る。また，事業運営にあたっては，地域の保健，福

祉，教育，医療機関に所属する専門家がチームを結

成し（名称学校支援巡回チーム），事後のカンフ

ァレンスや事後支援等に出務し，事業への協力を行

った。学校支援巡回チームの構成機関と職種は，市

教育委員会（特別支援福知山市コーディネーター，

教育相談室教諭および臨床心理士，通級指導教室教

諭，事務担当職員），支援学校（地域支援コーディ

ネーター），保健所職員（保健師，臨床心理士，精

神保健福祉士，小児科医師），市立病院リハビリ

テーション科スタッフ（作業療法士，言語聴覚士），

児童相談所（心理判定員，児童福祉士）から成る。

心と体の健康調査票の内容は，子どもの強さと困難

さアンケート（Strengths and di‹culties Question-
naire: SDQ，以下「SDQ」とする）25問4)および生

活や心身の健康面に関する質問（以下「生活と健康

アンケート」とする）10問の計35問から成り，児童

については授業時間内に調査を実施した。

SDQ は 4～16歳を対象とした行動スクリーニン

グ質問紙で3)，現在40以上の言語に翻訳され臨床お

よび研究分野で広く用いられている。子どもの困難
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表 生活と健康アンケートの質問項目

〈児童用〉

◯よく眠れるし，朝はすっ
きり目覚められる

◯ごはんを，おいしく食べ
られている

◯体がだるいし，元気がで
ない

◯親とはいろいろ話をする

◯好きなことでも楽しめな
い

◯理由もなくイライラする
ことがある

◯悲しい，つらいと感じる
ことがある

◯親はあなたが困ったとき
に助けてくれる

◯友達はあなたが困ったと
きに助けてくれる

◯学校の先生はあなたが困
ったときに助けてくれる

〈保護者用〉

◯よく眠り，目覚めは良い
ようだ

◯食欲があり，おいしそう
に食べる

◯体がだるそうで，元気が
ないようだ

◯親子で話をしたり，楽し
い時間を過ごす

◯朝食を食べる

◯家族と一緒に夕食を食べ
る

◯休みの日はスポーツした
り体を動かしています
か

◯休息はとれていると思い
ますか

◯テレビやビデオの視聴時
間

◯テレビゲームの時間

注）あてはまらない―まああてはまる―あてはまるで

回答ただし，保護者用質問番号◯◯のメディア機

器の利用状況については具体的に時間を聴取
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さ（di‹culty）のみならず強み（strength）も評価

できる点が他の質問紙と異なるとされており，発達

障害児における行動の問題をスクリーニングする有

効なツールであることが示されている5～7)。また，

平澤らは幼児の発達障害児支援教室の効果の検証に

SDQ を用い，支援によりスコアの変化が観察され

ることを報告している8)。質問項目は計25項目で，

5 つの下位尺度（行為面，多動・不注意，情緒面，

仲間関係，向社会性）から構成され， Total
Di‹culties Score（以下「TDS」とする）は向社会

性尺度を除く 4 つの尺度のスコア合計から算出す

る。評価はここ半年間くらいの様子について「あて

はまる」，「ややあてはまる」，「あてはまらない」の

3 段階で行い，それぞれ 2 点，1 点，0 点でスコア

化する（逆転項目は，「あてはまる」が 0 点，「あて

はまらない」が 2 点）。それぞれの下位尺度のスコ

ア計（0～10点）および TDS（0～40点）から，支

援の必要性を「low need（ほとんどない）」，「Some
need（ややある）」，「High need（おおいにある）」

として把握できる。向社会性尺度のみ低得点ほど，

その他の 4 つの尺度と TDS は高得点ほど支援の必

要性が高いと判断する。日本人の標準データについ

ては，Matsuishi らによる，4～12歳の子どもの親

2,899人の回答によるもの9)，および野田らによる保

育園・幼稚園の年少児から中学 3 年生までの子ども

の親7,835人による回答から算出されたもの10)があ

る。後者は前者の対象者の年齢を拡張し13～16歳と

いう臨床的・教育的に重要性の高い思春期を含めて

いること，単一市内のすべての公立保育園・小学

校・中学校を対象としていることからより代表性の

高いサンプルによる信頼性・妥当性の高いデータで

あるとされているが，本研究では実施期間に公表さ

れていた前者のカットオフ値を用いた。SDQ の評

定者は親，教師，子どもであり，親および教師が評

定する場合の適応年齢は 4～16歳，子ども自身が評

定する場合は11～16歳とされている。本事業では，

児童自身に調査票への回答を求めることで自己のと

らえや困り感を把握できること，児童と保護者の回

答の比較が可能であること，および下位尺度別に設

定された質問内容が事業目的に合致するものである

ことを考慮し，心と体の健康調査票として SDQ を

採択した。

一方，生活と健康アンケートは，生活習慣や心身

の健康面を把握することを目的に，21世紀の小児科

問診表11)，小学校高学年から中学生の生活の満足度

（QOL）質問紙12)およびバールソン自己記入式抑う

つ評価尺度13)から抜粋し，一部児童が回答しやすい

よう文言を修正した（表 1）。回答は「あてはまら

ない」，「まああてはまる」，「あてはまる」の 3 段階

で求め（ただし，保護者用質問項目のうち，メディ

ア機器の利用状況については具体的に時間を聴

取），質問項目10問中児童用と保護者用での共通項

目を 3 問もうけた（表 1 の質問番号◯～◯，児童用

の文言として「よく眠れるし朝はすっきり目覚めら

れる」，「ごはんをおいしく食べられる」，「体がだる

いし元気がでない」）。

支援方策検討カンファレンスは，モデル校職員

（担任，特別支援コーディネーター，養護教諭等）

に加え学校支援巡回チーム員が参加し，支援の必要

性の判定と事後支援内容を検討した。

支援の必要性の判定は，児童および保護者の調査

票への回答，主には SDQ スコアを参考とし，学校

生活の中での具体的な児童の様子を根拠に行った。

判定区分は，現在困り感を認めない「支援不要群」，

何らかの困り感があり，学校生活の中での支援を継

続する「学校生活で支援群」，発達障害等に起因す

る行動，社会性および精神医学的問題等について，

学校生活の中での支援に加え個別的，専門的な事後

支援の機会が望まれる「要支援群」および現在専門

機関での支援をうけている「管理中」の 4 群とした。

結果は文書で保護者に通知し，事後の支援が必要な

要支援群については，保護者との面接相談を実施し

た。

事後支援は教育相談，心理相談（心理検査による
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表 思春期心の健康支援方策検討事業の対象，判定結果およびデータ分析対象

対象児童数 実施児童数
判定結果（人数/)

支援不要群 学校生活で支援群 要支援群 管理中

21年度 89 86
51 20 14 1

59.3 23.3 16.3 1.2

22年度 223 208
135 54 16 3

63.9 26.0 7.7 1.4

2 か年計 312 294
186 74 30 4

62.6 25.5 10.2 1.4

データ分析対象

計 234 157 58 19

男児 113 59 37 17
女児 121 98 21 2

注）管理中児は分析対象から除外
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アセスメントに基づいた相談あるいはスクールカウ

ンセラーによる相談），医師による相談（精神科医

あるいは小児科医による）等既存の教育資源および

地域資源を活用し，新たな取り組みとして地域の大

学の協力を得て，ソーシャルスキルの向上を目的と

した小集団活動を実施した。一方，学級運営等学校

現場への具体的な助言や支援を目的に，要請に応じ

て学校支援巡回チームによるコンサルテーションを

実施した。

. 心と体の健康調査票の回答結果の分析

データ分析対象は，管理中児童を除き児童と保護

者がともに完全回答であったものとし，分析には

SPSSver.20 を用いた。

 SDQ の下位尺度および TDS の平均スコア

を，回答者別，判定群別に比較した。判定群間の平

均スコアの比較については，支援不要群と学校生活

で支援群間および学校生活で支援群と要支援群間に

おいて，Bonferroni の多重比較法を用い検定した。

 SDQ の「High need」の該当の有無について，

下位尺度別，判定群別に児童と保護者の回答の一致

性について k 係数を算出し検討した。

 生活と健康アンケート10問について，判定群

（支援不要群，学校生活で支援群，要支援群）と回

答結果の関連を x2 検定で検討した。

統計解析については有意水準 5で判定した。

. 倫理的配慮

事業実施にあたっては保護者説明会を実施し，事

業内容の説明，個人情報の管理に十分に留意するこ

とおよび調査票への回答内容について個人が特定で

きないデータとして分析に使用し，事業評価に活用

させていただくことを文書および口頭にて説明し，

保護者用調査票の提出をもって本事業への参加同意

とすることへの了解を得た。なお本研究の実施にあ

たっては，京都府立医科大学医学倫理審査委員会の

承認を得た（承認日平成25年 4 月 4 日）。

 研 究 結 果

. 思春期心の健康支援方策検討事業の結果

2 か年の対象，判定結果およびデータ分析対象を

表 2 に示した。保護者用調査票の提出のあった実施

児童数は，21年度86人（実施率95.6），22年度208
人（同93.3）であった。初年度のモデル校が 1 校

とデータの偏りが存在し 2 か年でのばらつきはある

が，2 か年計でみて「要支援群」は10.2，「学校

生活で支援群」は25.2あり，両者をあわせると 3
割強の児童が軽微な問題を含め，困り感に対して何

らかの支援が必要であると判断された。

データ分析対象者数は234人（男児113人，女児

121人，10歳130人，11歳141人）であった。

判定の根拠となった児童の困り感の内容は，学習

面，多動・衝動性，注意力の問題，食行動の問題，

友達関係，ソーシャルスキルの課題，暴力，心身症

的な訴え，登校しぶり，生活習慣の乱れ，親子関

係，養育環境の問題等があり，発達障害の 1 次的，

2 次的問題を含め多岐に及んだ。また，複数の問題

をあわせもつ児童も多くあり，学校支援巡回チーム

の多職種によるカンファレンスが，子どもの困り感

の要因を発達特性，親子関係および養育環境等多面

的な側面からとらえる機会となった。教員の世代交

代がすすむ学校現場において，子どもと家族をアセ

スメントする技量が高まったと，その有用性があら

ためて認識される結果となった。

要支援群のうち個別の事後支援を利用した児童は

（2 か年計），教育相談 1 人，心理相談18人，医師に
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表 SDQ 下位尺度および TDS の平均スコア（回答者別，判定別)

SDQ 下位尺度
全 体 支援不要群 学校生活で

支援群
要支援群

多重比較2)


群間


群間

平 均 標準誤差 平 均 標準誤差 平 均 標準誤差 平 均 標準誤差 P 値

児童

多動・不注意 3.90 0.14 3.23 0.15 4.97 0.24 6.16 0.45 ＜0.001 0.052

行為面 2.33 0.10 1.80 0.11 3.24 0.20 3.95 0.30 ＜0.001 0.130

仲間関係 2.35 0.11 1.95 0.12 3.24 0.26 3.32 0.43 ＜0.001 0.913

情緒面 3.02 0.14 2.58 0.15 4.17 0.30 3.16 0.44 ＜0.001 0.138

向社会性 6.71 0.12 6.94 0.14 6.31 0.24 6.00 0.41 0.058 0.785
1)TDS 11.61 0.36 9.56 0.37 15.52 0.60 16.58 1.09 ＜0.001 1.000

保護者

多動・不注意 3.10 0.15 2.41 0.16 4.09 0.25 5.79 0.58 ＜0.001 0.005

行為面 1.83 0.10 1.43 0.11 2.50 0.22 3.16 0.38 ＜0.001 0.007

仲間関係 1.40 0.10 1.20 0.12 1.66 0.20 2.26 0.52 0.184 0.226

情緒面 3.02 0.11 2.58 0.13 4.17 0.25 3.16 0.45 0.255 0.531

向社会性 6.71 0.12 6.97 0.15 6.16 0.23 6.16 0.46 0.012 1.000

TDS 7.78 0.34 6.28 0.35 9.93 0.65 13.63 1.27 ＜0.001 0.008

注1）TDS: Total Di‹culties Score（向社会性を除く 4 尺度の合計)

注2）Bonferroni 法
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よる相談 6 人，小集団活動 5 人であり，医療機関へ

の受診に至ったケースはなかった。小集団活動は今

回の事業の事後支援として新たに教育大学の協力を

得て計画・実施したものである。社会性の発達に課

題がある，あるいは集団の中で自分を表現すること

が苦手な子どもにとっては，楽しい活動を通じて社

会性のスキルを身につける機会となり，参加後に学

校生活において変化が観察される児童もあった。ま

た，子どもの活動と並行して実施した保護者交流会

では，同じような悩みをもつ保護者同士の交流を通

じて，子どもがもつ苦手な部分への理解が深まるこ

とで，我が子に必要な支援について前向きに考えて

いかれる様子が観察された。

. 心と体の健康調査票の回答結果の分析

子どもが評定する場合の SDQ の対象年齢は11～

16歳であるが，本事業対象である小学校 5 年生では

調査実施時期により10歳児と11歳児を含むため，年

齢差の有無を評価した。TDS および下位尺度別に

10歳と11歳の平均スコアを t 検定で比較したとこ

ろ，いずれも有意差を認めなかった。よって今回の

分析対象については，年齢によらず小学校 5 年生集

団に属するものとして一括して扱うこととした。

 SDQ 下位尺度および TDS 別の平均スコアを

回答者別，判定別に比較した結果を表 3 に示した。

児童回答では，支援不要群と学校生活で支援群間の

比較において，向社会性を除き有意差を認める（P
＜0.001）一方，学校生活で支援群と要支援群間で

はすべての下位尺度および TDS に差を認めなかっ

た。保護者回答では，多動・不注意，行為面および

TDS について，支援不要群と学校生活で支援群間

および学校生活で支援群と要支援群間に有意差を認

め（前者が P＜0.001，後者が P＜0.01），その他に

ついては向社会性の支援不要群と学校生活で支援群

間にのみ有意差を認めた（P＜0.05）。
また，児童と保護者回答の情緒面については要支

援群に比して学校生活で支援群の平均スコアが高値

であった。

 「High need」の該当の有無について，児童と

保護者の回答の一致率を下位尺度別，判定別にみた

結果を表 4 に示した。多動・不注意および向社会性

尺度については全体と支援不要群で一致率が有意で

ある一方，学校生活で支援群および要支援群では差

を認めなかった。また支援不要群では情緒面尺度

が，要支援群では行為面尺度において一致率が有意

であった。

 判定（支援不要群，学校生活で支援群，要支

援群）と「生活と健康アンケート」への回答結果に

ついて，x2 検定にて有意差を認めた 7 項目（児童 4
項目，保護者 3 項目）の結果を表 5 に示した。

児童回答では「体がだるいし元気がでない」，「悲

しいつらいと感じる」（P＜0.01），「好きなことでも

楽しめない」，「理由もなくイライラすることがある」

（P＜0.001），保護者回答では，「よく眠り目覚めは

良いようだ」，「体がだるそうで元気がない」，「休息

はとれている」（P＜0.05）について，判定と回答に

は有意な関連が認められた。
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表 High need 該当の有無でみた児童と保護者の回答の一致率（下位尺度別，判定別)

下位尺度
全対象 支援不要群 学校生活で支援群 要支援群

k 係数 P 値 k 係数 P 値 k 係数 P 値 k 係数 P 値

多動・不注意 0.157 0.016 0.230 0.004 0.043 0.736 0.377 0.729
向社会性 0.149 0.023 0.163 0.038 0.012 0.924 0.080 0.084
情緒面 0.063 0.234 0.165 0.016 0.090 0.275 0.066 0.764
行為面 0.107 0.093 0.029 0.713 0.157 0.227 0.486 0.013

仲間関係 0.103 0.081 0.090 0.258 0.078 0.341 0.159 0.421
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 考 察

学校現場における子どもの心の健康支援活動とし

て様々な先進的な取り組みが報告されてい

る14～16)。今回我々は発達障害児への支援体制整備

を目的とした事業の中で，学校現場における子ども

の心の問題の早期対応・早期支援体制のあり方を検

討した。

. 学校現場における本事業の意義について

本事業では「子どもからの発信を支援にいかす」

ことに重きをおき，児童自身に調査票への回答を求

めた。小学 5 年生の児童は自己理解がすすんでお

り，回答へも協力的であった。児童の回答からは，

教師が「本人自身も苦手な部分を認識し，困ってい

る」とあらためて認識できたものから，意外な児童

が「新しい場面に直面すると不安になり，自信をな

くしやすい」，「他の子からいじめられたり，からか

われたりする」と回答したりと，多忙な学校現場に

おいて，子どもからの発信を支援につなげることの

意義が再認識される結果となった。中村らは小学校

中学年から中学生の生活の満足度（QOL）質問紙

の標準化の試みの中で，児童生徒自身の主観的な満

足度をとらえ，必要な支援方法を考えていくことが

重要であるとしている17)。また根本らは「小学生版

QOL 尺度」18) を用いた子どもと母親の認識の差異

に関する検討の中で，親は子どもの精神的な面，と

くに内面的な問題を必ずしも把握していないことを

推察している19)。今回の結果でみると，SDQ の下

位尺度別にみた High need 該当の有無の児童と保護

者の一致率は，多動・不注意および向社会性尺度に

ついては全対象と支援不要群において，情緒面尺度

については支援不要群でのみ有意である一方，学校

生活で支援群および要支援群では，要支援群の行為

面のみが有意であった。k係数としては要支援群の

行為面を除き一致性が高いとは言えない結果である

が，「落ち着きがない」，「衝動性が高い」など外面

的な問題については周囲からの気づきが得られやす

いのに対し，情緒や友達関係などより内面的な問題

については，年齢的にも保護者がとらえにくいこと

が推測される。一方，支援が必要な児童ほど本人と

周囲のとらえの不一致が観察された。その要因とし

て，支援が必要な児童の中にはその認知特性から自

己のとらえが十分でない児童が含まれる可能性，お

よび自己評価の低さや不安の強さからスコアが高値

となりやすい傾向があること等が考えられる。自己

理解がすすむ高学年では，児童自身が回答する調査

が心理的，精神医学的な問題発生の早期支援への一

助となる可能性が示唆されると同時に，その解釈に

おいては，児童の認知特性や周囲のとらえとのギャ

ップ等を考慮する必要があると考えられた。

弓削らは田研式不安傾向診断検査（GAT）を用

いた児童生徒の心の健康調査の中で，過剰な不安が

不適応を引き起こすことから，児童のもつ不安を明

らかにすることで不適応をきたしている児童生徒や

その予備軍を発見し，具体的な援助の参考にできる

可能性を報告している20)。また古庄は，小学生版お

よび中学生版 QOL 尺度が簡便で臨床につながりや

すく，とくに自尊感情に着目することにより様々な

精神疾患のスクリーニングに応用できる可能性を示

している21)。今回用いた SDQ は行動，情緒，社会

性等の特性を児童自身がどうとらえているかという

視点での把握が可能であったが，「強さ」は自信を，

「困難さ（困り感）」は自己評価の低さを表しており，

自尊感情と本質的な差異はないことが推測される。

本邦において SDQ を学校現場における児童の困

り感のスクリーニングに使用された先行研究はみら

れない。

SDQ の 5 つの下位尺度は，学校生活の中での児

童の困り感や特性の把握が具体的に可能であるこ

と，かつスコアからその程度が推測できる点で支援

方針の検討に役立つツールとなった。その他簡便に

使用できる点および回答者（児童，保護者，教師）

間の回答結果の比較から考察が可能であること等も

含め，本研究を通じて学校現場における子どもの困

り感の把握と支援方針の決定に活用できるツールで

ある可能性が示唆された。一方，教育現場からは，
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表 判定（介入不要群，学校生活で支援群，要介入群）と「生活と健康アンケート」の回答（x2 検定)

回答者 質問内容 判 定
回答（人数，)

P 値
あてはまらない まああてはまる あてはまる

児童 体がだるいし元気がでない 支援不要群 132 84.1 23 14.6 2 1.3

0.008学校生活で
支援群

30 51.7 27 46.6 1 1.7

要支援群 13 68.4 3 15.8 3 15.8

好きなことでも楽しめない 支援不要群 150 95.5 7 4.5 0 0.0

＜0.001学校生活で
支援群

44 75.9 9 15.5 5 8.6

要支援群 12 63.2 6 31.6 1 5.3

理由もなくイライラすること
がある

支援不要群 113 72.0 37 23.6 7 4.5

＜0.001学校生活で
支援群

31 53.4 21 36.2 6 10.3

要支援群 8 42.1 6 31.6 5 26.3

悲しいつらいと感じる 支援不要群 94 59.9 52 33.1 11 7.0

0.001学校生活で
支援群

23 39.7 25 43.1 10 17.2

要支援群 7 36.8 7 36.8 5 26.3

保護者 よく眠り目覚めは良いようだ 支援不要群 5 3.2 64 40.8 88 56.1

0.030学校生活で
支援群

6 10.3 31 53.4 21 36.2

要支援群 0 0.0 10 52.6 9 47.4

体がだるそうで元気がない 支援不要群 148 94.3 8 5.1 1 0.6

0.034学校生活で
支援群

49 84.5 7 12.1 2 3.4

要支援群 15 78.9 4 21.1 0 0.0

休息はとれている 支援不要群 5 3.2 46 29.3 111 70.7

0.010学校生活で
支援群

6 10.3 27 46.6 30 51.7

要支援群 0 0.0 11 57.9 8 42.1
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客観的なデータがあることで保護者と学校が児童の

特性を共通理解できる機会となること，学校職員全

体での児童理解につながることおよび職員のアセス

メント能力の向上にも役立ったとの報告があった。

今回の結果では，軽微な問題を含め学校生活の中

で何らかの困り感を有し配慮が必要な児童数は約 3
割に及んだ。また，発達障害，心身症，精神疾患，

親子関係を含む養育環境上の問題等を含め複数の問

題点をあわせもつ児童も多く，子どもの問題を多面

的にとらえる機会が必要であると考えられた。中村

らは不登校傾向と自覚症状，生活習慣関連要因との

関連を分析し，心身の不調にさらされた「学校に行

きたくないとしばしば感じている」子どもがかなり

多い状況から，すべての子どもを対象とした公衆衛

生的，教育的な援助の必要性とその他の関係者（家

族，学校，地域，医療関係者）の連携および関係者

を支援する枠組みの整備が重要であるとしている22)。

本研究では SDQ のスコアを参考とし，学校生活

の中での具体的な児童の様子を根拠に支援の必要性

を判定した結果，判定別の下位尺度および TDS の

平均スコアの 2 群間（支援不要群と学校生活で支援

群間および学校生活で支援群と要支援群間）の比較

において，児童回答の支援不要群と学校生活で支援

群間において大きくスコア差が認められた。さらに

児童回答の情緒面尺度では学校生活で支援群のスコ

アが要支援群より高値であった。これより，要支援

群のみでなく学校生活で支援群の児童についても困

り感への理解と日々の支援が，不適応の予防にむけ

重要であることが示唆される結果となった。

さらに，判定の際に補助的に用いた「生活と健康

アンケート」の回答と実際の判定の関連を検討した

結果，支援が必要な児童ほど「体がだるいし元気が

でない」，「好きなことでも楽しめない」，「理由もな

くイライラする」，「悲しいつらいと感じる」等心身
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の不調を訴えるものが有意に多い結果であったこと

から，発達障害児支援の視点のみならず広く精神保

健の視点で，学校現場における体制整備が急務であ

ると考えられた。そのためには身体面のみでなく心

の問題を把握できる健康調査票が整備される必要が

あり，表 5 に示した心身の不調に関する項目が心の

健康度の指標として活用できる可能性が示唆され

る。その他にも，保護者への理解啓発の機会，教員

の精神保健に関する理解，専門職種の配置あるいは

専門家によるコンサルテーションの機会の充実およ

び学校内での連携体制（特別支援，生徒指導，教育

相談，学校保健）の確立等が求められる。

. 地域保健の立場から

保健所は地域保健法に基づき母子保健および精神

保健を担い，就学後児童の健康は学校保健安全法に

より管理されているところである。今回の事業を通

じて，児童の心の問題の現状と課題についてあらた

めて認識できる機会となった。核家族化，個人の価

値観の変化，児童虐待の増加等社会環境，生活環境

の変化に伴い様々な心の問題をかかえる児童が増加

している現代においては，学校現場のみでなく様々

な関係機関がそれぞれの専門性をもってこの問題に

関わっていく必要があると考えられる。松田は首都

圏の中学生のメンタルヘルス問題を調査し，こころ

の健康状態に何らかの問題を持つ生徒が増加してお

り，それに対し学校はこころの健康問題に対応する

時間がない，あるいはこうした問題について保護者

や医療機関とどのように関わったらよいかわからな

いと感じている現状から，学校・保護者・地域の医

療機関の連携や協働を支援するシステムの確立が今

後の課題であるとしている23)。村瀬は今後の教育と

児童福祉の連携について，支援対象児童の拡大と医

療や心理治療に加え，生活領域の支援を含む包括的

支援の必要性から，各機関の連携を一層深めなけれ

ばならないとしている24)。今回の事業は今後求めら

れる体制づくりへのきっかけとなることが期待され

るが，多忙な学校現場での定着に向けては，有用性

の検証とともに効率化に向けた検討が必要である。

地域保健を担う保健所は，学校保健と連携を密に

保健師と養護教諭の連携を深め，地域の医療，福祉

機関とのネットワークの構築や，保護者を含む地域

住民への理解啓発等推進する必要があり，その中に

は母子保健や精神保健対策へフィードバックすべき

ヒントが数多くあることが推察された。

 結 語

 市教育委員会が実施する文部科学省特別支援

教育総合推進事業におけるモデル事業の中で，学校

現場と地域の関係機関が連携し，発達障等害に起因

する二次障害を含め思春期を前にした児童の心の問

題への早期支援体制のあり方を検討した。

 小学校高学年における心の問題の発生予防と

早期対応への取り組みとして，児童自身が回答する

健康観察票の導入や，他職種による支援方策の検討

の機会の充実とそれにより得られる教職員のメンタ

ルヘルス問題への理解の向上，校内連携体制の整備

等が必要であると考えられた。

 地域保健を担う保健所は，学校保健と連携を

密に保健師と養護教諭の連携を深め，地域の医療，

福祉機関とのネットワークの構築や，保護者を含む

地域住民への理解啓発等を通じて，児童のメンタル

ヘルス対策を推進する必要がある。

本研究の要旨は第70回日本公衆衛生学会総会（秋田）

で発表した。

(
受付 2013. 5.16
採用 2014. 3.10)
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